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アルミニウム橋研究会  2006年度講演概要集 

タイヤ荷重によって生じるアルミニウム床版の板曲げ応力 

大阪大学大学院 大澤 章吾，石川 敏之，大倉 一郎 
日本軽金属（株） 萩澤 亘保 

(一行あけてください)  
  

 要 旨  

従来の500mm×200mmの硬質ゴム板に荷重を載荷する試験では上フランジの板曲げ応力を正しく評価でき
ない可能性がある．そこで，タイヤ荷重載荷装置を製作し，実際のタイヤによって荷重を載荷した．試験の

結果，タイヤの接地圧はある一定値以上は増加しないこと，および，アルミニウム床版に生じる板曲げ応力

はある一定値以上増加しないことが明らかになった． 

(一行あけてください) 
1. 背景 

 以前行われた開閉断面アルミニウム床版の静的載荷

試験（図-1参照）では，500mm×200mmの硬質ゴム板に
荷重を載荷した1）．しかし，実際のタイヤでは空気圧な

どによって荷重の作用の仕方は異なると考えられる．床

版は荷重を直接受けるため，上記のような試験方法では，

上フランジの面外変形によって生じる板曲げ応力を正

しく評価できない可能性がある．今回，タイヤ荷重載荷

装置（図－2 参照）を製作し，実際のタイヤによる荷重

を載荷することによって，アルミニウム床版に発生する

板曲げ応力を明らかにした． 

図－1 従来の静的載荷試験 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2. タイヤ荷重載荷試験 

試験概要を図－3 に示す．荷重載荷位置は，床版の支

間中央，MIG溶接の余盛なし部分である．基準となるパ
ラメータを取るために，剛板へのタイヤ荷重載荷試験も

行った．空気圧は 600，700，800kPaとし，2.5kN～10kN
の間は 2.5kN毎，10kN～50kNの間は 5kN毎にタイヤ荷
重を載荷した．接地面積の測定にはプレスケールを用い

た．また，正確な接地圧を得るために感圧センサを用い

て接地圧を測定した（図－4参照）． 
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図－3 試験概要 
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図－4 感圧センサの設置位置 
 
2.1 接地面の形状 

剛板における，10kN，25kNおよび 50kNの荷重に対す
る接地面形状を図－5に示す．図－5は空気圧が 700kPa
の場合を示す．図－5 より，荷重が小さい時は，接地面

形状は円形となり，荷重が大きくなるに従って接地面は

樽型になり，さらに長方形に近づいていくことがわかる． 
図－2 タイヤ荷重載荷装置 
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2.2 単輪荷重と接地面積の関係 

 単輪荷重P1と接地面積A1の関係を図－6に示す．図－6

は空気圧が 700kPaの場合を示す．タイヤの溝は接地面積
から除外せず，そのまま接地面積に含めた（図－5 の太

線で囲まれた部分）．近似値は式(1)で与えられる．図－6
より，剛板に対する接地面積は，アルミニウム床版に対

する接地面積よりも小さいことがわかる． 

0≦ ≦20に対して  1P 2111 αα −= AP  （1） 
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α
α

 （2） 

 
 
ここに， 
 
 
 

 

2.3 単輪荷重と接地圧の関係 
荷重中心位置における単輪荷重P1と接地圧qの関係を
図－7に示す．図－7はアルミニウム床版の場合を示す．

図－7 より荷重中心位置の接地圧は単輪荷重P1が増加し

ても，ある一定値以上は増加しないことがわかる．また，

空気圧が大きくなると接地圧の最大値が大きくなるこ

とがわかる． 
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図－5 圧力分布と接地面形状 

図－7 P1－q関係 

2.4 単輪荷重とアルミニウム床版の板曲げ応力の関係 

各荷重における荷重中心位置の橋軸方向の板曲げ応

力を図－8に示す．図－8より，載荷荷重が 20kN以上に
なると，板曲げ応力が徐々に増加しなくなり，最大値を

ピークに減少していくことがわかる．これは，タイヤの

接地長さが開断面部から閉断面部に達することにより

開断面部に負曲げが生じること，および，図－7 に示し

たように，開断面部の接地圧はある一定値以上増加しな

いことに起因する．図－8 より，応力の減少は空気圧が

小さいほど，その傾向が強いことがわかる． 

3. 結論 

（1） タイヤの接地面形状は荷重の増加に従って，円形
から樽型さらには長方形に変化する． 

（2） 単輪荷重と接地面積の関係は式(1)および式(2)で
表すことができる． 

（3） タイヤの接地圧はある一定値以上増加しない． 
（4） タイヤ荷重によって生じるアルミニウム床版の

板曲げ応力はある一定値以上は増加しない． 
 
【参考文献】1）大倉一郎，岡田理，萩澤亘保，大澤章
吾：開閉断面のアルミニウム床版の開発，構造工学論文

集，Vol.51A，2005，pp1219-1227． 

P1 ：単輪荷重（kN） 
A1 ：接地面積（mm2） 

α1～α4 ：係数（表－1参照） 
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図－8 荷重中心位置の橋軸方向の板曲げ応力
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600 700 800 600 700 800
α1 0.00052 0.00064 0.00068 0.00052 0.00062 0.00068

α2 0.5 1.7 1.8 1 1.8 2.1

剛板 アルミニウム床版
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アルミニウム床版と鋼桁との合成作用 

大阪大学大学院 武野 正和，高木 眞広，大倉 一郎 
 

  

 要 旨  

開閉断面アルミニウム床版と鋼桁との連結構造は，スタッドが用いられている構造であるため，アルミニウ

ム床版と鋼桁は合成挙動を示すと考えられる．そこで，アルミニウム床版と鋼桁から成る試験体の静的載荷

試験により，その合成作用を明らかにする． 
(一行あけてください) 

1. はじめに 

道路構造令が改正され，設計自動車荷重が 196 kNから
245 kNに変更された．この活荷重の増大を受けて，旧設
計自動車荷重で設計されたコンクリート床版や桁は，補

強が求められる場合がある．この問題に対して，既存の

コンクリート床版を軽量のアルミニウム床版に取り替

え，床版の自重を減らすことが，一つの対策として提案

されている．アルミニウム床版は軽量であるため，小型

架設重機の使用による道路占有面積の縮小や事業の早

期完了といった，社会的損失を削減できるという点にお

いても有利となる． 
 アルミニウム床版として，開閉断面アルミニウム床版

および鋼桁との連結構造が提案されている１）．この連結

構造はスタッドを用いた構造であるため合成挙動を示

すと考えられる．そこでアルミニウム床版と鋼桁から成

る 4体の試験体の静的載荷試験により，その合成作用を
明らかにする． 
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2. 試験体 

アルミニウム床版

と鋼桁との連結構

造は，図-1に示すよ
うに，スタッドが溶

植された鋼桁の上

に台座コンクリー

トを打設し，その上

にアルミニウム床

版を載せ，無収縮モ

ルタルによってス

タッドを固定する構造である．この連結構造を用いた試

験体の概略を図-2に示す．試験体として，台座コンクリ

ート厚hが 30mm，60mm，100mmの試験体Ⅱ，Ⅲ，Ⅳ
の 3体を製作した．比較試験体として， が 100mmで
アルミニウム床版を載せない基本試験体Ⅰを製作した． 

h

試験体の両端をローラー支持し，支間中央のアルミニ

ウム床版の 200mm×440mmの領域に荷重を載荷した． 
3. 試験結果 

各試験体の荷重と変位の関係を図-3に示す．終局荷重
は，基本試験体Ⅰに対して試験体Ⅱ，Ⅲ，Ⅳはそれぞれ

1.49倍，1.59倍，1.66倍になっている．弾性域の直線の
傾きは，基本試験体Ⅰに対して試験体Ⅱ，Ⅲ，Ⅳはそれ

ぞれ 1.23倍，1.37倍，1.35倍になっている．したがって
アルミニウム床版と鋼桁との間に合成作用が働いている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 荷重と変位の関係  
4. 弾性合成理論 
アルミニウム床版と鋼桁に生じる断面力を図-4に示す．
鋼桁の上フランジに生じる水平力H と，アルミニウム床
版の上板と鋼桁の上フランジとのずれδ に対して，次式
に示す比例関係を仮定する２）． 

δkH =     (1) 
ここに， ：バネ定数 k

図-1 連結構造 
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図-4 アルミニウム床版と鋼桁に生じる断面力

 式(1)と力のつりあいから次式を得る． 

tkrMN
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Nd
∆+−=− 2

2

2
λ    (2) 

 ここに， ：アルミニウム床版および鋼

桁に生じる軸力 
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sassasasav dtnaaAAEEIII ,,,,,,,,,,, は，図-4に示す

断面量であり，M は曲げモーメント， はアルミニウ

ム床版と鋼桁との温度ひずみ差である．支間中央へ集中

荷重を載荷した時の鋼桁のひずみが，式(2)を解くことに
より次式で与えられる． 
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5. バネ定数の算出 

鋼桁下フランジのひずみの測定値を式(5)に代入して
λを求め，そのλの値を式(3)に代入してバネ定数 の値

が得られる．試験体Ⅱ，Ⅲ，Ⅳのバネ定数 はそれぞれ

0.320，0.445，0.422である． 

k
k

 試験体Ⅳの鋼桁下フランジのひずみ分布を図-5に示す．
図-2に示すA-A断面におけるひずみ分布を図-6に示す．
各図中の点線と一点鎖線はそれぞれ合成無し，完全合成

と仮定した場合のひずみの理論値である．各図において，

式(5)は試験値によく一致している．式(5)は完全合成に近
いことがわかる． 
6. 結論 

 アルミニウム床版と鋼桁との間の合成作用は弾性合成

理論によって表され，その合成の度合いは完全合成に近

いことを明らかにした． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5 鋼桁下フランジのひずみ[試験体Ⅳ] 

y(mm)

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

-1000 -500 0 500 1000
ε(µ)

測定値

式（5）
無合成

完全合成

P=495kN

 図-6 ひずみ分布[試験体Ⅳ] 

 
参考文献 
1) 大倉一郎，岡田理，萩澤亘保，大澤章吾：開閉断面の
アルミニウム床版の開発，構造工学論文集，Vol.51A，
pp.1219-1227，2005． 

2) O.シュタインハルト，A.ハウラネック (訳)橘善雄，小
松定夫：鋼橋の理論と計算，山海堂，pp.470-477，1965. 
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アルミニウム床版に適用する舗装材料の性能確認実験 

石川島播磨重工業(株) 近藤 俊行，北山 暢彦 (株)住軽日軽エンジニアリング 大隅 心平 
日本道路(株)     岡本 信人       大阪大学大学院        大倉 一郎 

 (一行あけてください)  
  

 要 旨  

アルミニウム床版に適用する舗装材料の選定を行い，その舗装材料が鋼床版に施工したときと同等な性能を

有するかについて，付着試験を行い確認した．またアルミニウムの特性として，舗装施工時の温度により影

響を受けることが考えられたが，充填性について目視を行うことや，舗装施工後のアルミニウムの材料試験

を行うなどにより，実験に用いた舗装材料の施工温度ではほとんど影響がないことを確認した． 

(一行あけてください) 
1. はじめに 

  アルミニウム床版に適用する舗装材料には施工温度
を 160℃程度以下に抑え，突起物への充填性が良好なこ
とが要求される．これらの条件に適応する舗装材料を今

後開発することは難しいことから，既成商品の中にこれ

らの条件を満たす舗装材料が存在することを確認する

ことが，今後アルミニウム床版を開発するうえで必要と

なっている． 
2. 実験目的 

アルミニウム床版に適用する舗装材料を選定し，実験

室レベルでアルミニウム床版に施工を行い，施工された

舗装材料がおもに鋼床版に施工したときと同等の性能

を有するかについて，「付着強度」という項目に着目し

て確認を行うことを目的とする．また同時に「施工温度」

や「突起物への充填性」という舗装材料を選定したとき

に想定した性能について確認することを目的とする． 
3. 実験概要 
3.1 付着試験 

 付着強度の確認を行うために，30cm×30cm の大きさ
の供試体を作製して引張試験を行う．また充填性の確認

を行うためにボルト突起を設けた供試体を作製し，引張

試験後に目視で確認を行う．また鋼床版との比較を行う

ため，鋼板の供試体を作製して同条件で試験を行う．床

版材料と舗装材料の間の接着層としては，防水層を使用

する場合と使用しない場合を想定して，プライマのみと

プライマ＋防水層の 2通りの供試体で試験を行う．供試
体の種類を表-1に示す． 
 

表－1 供試体の種類 
 母材 表面処理 接着層 

1 アルミニウム 脱脂 プライマ + 防水層 

2 アルミニウム 脱脂 プライマ  

3 アルミニウム + ボルト 脱脂 プライマ + 防水層 

4 アルミニウム + ボルト 脱脂 プライマ 

5 鋼板 ジンクプライマ除去 プライマ + 防水層 

6 鋼板 ジンクプライマ除去 プライマ 

 
 
3.2 温度影響確認試験 
アルミニウム材料が舗装施工時の温度により影響を

受けるかどうかを確認するために，アスファルト混合物

を敷設したアルミニウム部材と，敷設しないアルミニウ

ム部材を引張試験により機械的性質の比較を行う．また

舗装材料がアルミニウムの放熱性により影響を受けて

いないかを確認するために，施工後の舗装材密度の測定

を行う． 
4. 使用材料 
床版材料としては，アルミニウムには実際の床版材料

として想定している A6061-T651 を用いた．鋼板には
SM400Aを用いた．防水材料は，一般に鋼床版で用いら
れているアスファルト系塗膜防水材では施工時の材料

温度を 200℃以上にする必要があることから，ゴム系塗
膜防水材（溶剤型）を選定した．また舗装材料としては

固形エポキシ樹脂を用いたエポアス混合物を選定した．

防水材料を表-2に，舗装材料を表-3に示す． 
 

表－2 防水材料 
種別 メーカー 商品名 備考 

プライマ アオイ化学工業 プライマ 鋼床版上のアスファルト防水のプライマ

防水層 アオイ化学工業 ﾌﾟﾛｺｰﾄ CR 塗膜防水材（常温型） 

 
表－3 舗装材料 

混合物種類 材料名 産地・メーカー 配合割合（%） 

7号砕石 (株)昭和石材工業所 45 

粗砂 西武建材(株) 13 

細砂 浮ヶ谷産業(株) 29 

石粉 菱光石灰工業(株) 13 

バインダ  8.4 

ストアス60/80 昭和シェル石油 85 

エポキシ細粒(5)F 

エポキシ樹脂 ショーボンドHA 15 

 
5. 実験方法 
5.1 付着試験 

はじめに床版材料に橋面塗膜防水材を塗布する．アル

ミニウムの表面処理は脱脂とし，鋼板の表面処理はジン

クプライマをディスクサンダにて除去する．次にアスフ

ァルト混合物の敷設を行う．所定の配合で 160℃に加熱
した骨材をミキサで混合攪拌後，150℃に加熱したスト
レートアスファルトとエポキシ樹脂を投入混合する．そ

れらを型枠に敷き均しローラコンパクタで締め固めを

行う．最後に 1つの供試体で 4個の引張試験を行う．引
張試験は「コンクリート床版防水層の引張接着試験方
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法」（舗装試験法便覧：日本道路協会）に準拠して試験

を行う．引張試験の状況を図-1に示す． 
 

熱電対

アルミ板

離型紙

45cm

45cm

 

 
図－1 引張試験     図－2 熱電対配置 

 

5.2 温度影響確認試験 

付着試験と同様にアルミニウム板上にアスファルト

混合物の敷設を行う．その際に図-2に示す位置に熱電対
を取付け，室温と併せて敷設時の温度を測定する．また 
温度測定後供試体の密度測定を行う．最後にアルミニウ

ム板の引張試験を実施する． 
6. 試験結果 
6.1 付着試験結果 
付着試験結果を図-3に示す．破壊面はいずれも接着層
とアスファルト混合物との境界であった．破壊面がアス

ファルト混合物との境界面であることから，直接床版材

料と接している面はこれ以上の付着強度を有している

ことが分かる．アルミニウムと鋼板の付着強度に差異が

ないことから，鋼と同等の性能を持つといえる． 
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図－3 付着試験結果 

 
またボルト突起を設けた供試体では付着強度が大き

くなっているが，これはボルト突起部分の接触面積が増

えたことによるものと考えられる．このことと図-4に示
すように目視の結果から，突起物への充填性は良好であ

るといえる． 

 

図－4 ボルト周りの充填状況 

6．2 温度影響確認試験結果 

温度測定を行った結果を図-5に示す．アスファルト混
合物上部温度は敷設 1 分後に最大 149.8℃に達したあと
経時的に低下し，敷設 100分後に 43.5℃となった．アル
ミニウム上面の最大温度は 98.5℃で，下面の最大温度は
69.2℃であり，敷設後 7分後に最大 34.5℃の差が生じて
いる．最大温度が 100℃以下であることから，アルミニ
ウムの温度は舗装材料の施工温度よりも低いことが分

かった． 
 

図－5 温度測定結果 

 

また，敷設後のアスファルト混合物の密度測定を行った結果，

締

表－4 引張試験結果 

 まとめ 
結果より，アルミニウムと鋼との差異は見

受

日本アルミニウム協会：アルミニウム床版の
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120

固め度は99.7％であり，室内レベルではアルミニウムの放熱
性がアスファルト混合物の締固めに与える影響はないと考えら

れる．表-4に引張試験の結果を示す．TPが舗装を行わなかった
アルミニウム板であり， PAVが舗装施工を行ったアルミニウ
ム板である．それぞれ3つの供試体を作製して試験を行い，平
均値をまとめてある．これによると舗装施工を行ったほうが破

断伸びや引張強度がわずかに小さい．この結果より施工時温度

の影響が全く無いとはいえないが，その差異は非常に小さく，

機械的性質という観点から有意な影響は無いと考えられる． 
 

板厚 0.2%耐 ソン比 ヤング係数

(㎜) (N/㎜ ㎜ (GPa)
TP 10.05 307.6 329.0 16.5 0.319 70.86
PAV 10.11 303.2 321.5 15.7 0.322 70.68
PAV/TP 0.986 0.977 0.953 1.011 0.998

 

7.

付着試験の

けられず，舗装材料について鋼床版に施工された時の

性能が確認されていれば，アルミニウム床版に適応する

ことができると考えられる．また温度影響確認試験より

舗装施工温度が 160℃以下であれば，アルミニウムに与
える影響はほとんど無いものと考えられる． 
参考文献 

1) 社団法人
舗装に関する実験報告書，平成 14年 2月 

力 引張強度 破断伸び ポア
2) (N/ 2) （%)
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アルミニウム橋研究会  2006年度講演概要集 

アルミニウム床版の摩擦接合継手の開発 

                          大阪大学大学院  筒井 将仁，大倉 一郎，石川 敏之 
日本軽金属（株） 萩澤 亘保 

(一行あけてください)  
  

 要 旨  

著者らが開発した開閉断面アルミニウム床版を実際に使用するためには，現場摩擦接合継手の開発が必要で

ある．そこで，アルミニウムに摩擦接合用鋼製高力ボルトを使用した場合のすべり係数が0.45以上確保さ

れていることを引張試験により確認した．そして開閉断面アルミニウム床版の摩擦接合継手を開発し，部材

端試験体を用いた静的載荷試験により，摩擦接合継手の静的強度を明らかにした． 

(一行あけてください) 
1. 背景 
わが国では，設計自動車荷重が 196kNから 245kNへ変
更されたことを受け，既設橋梁に補強が求められる場合

がある．この対策として，基礎やその他の支持構造を変

えることなく，コンクリート床版をアルミニウム床版に

取り替え，床版そのものの自重を減らす方法が考えられ

ている1)． 
著者らは，これまで，押出形材を摩擦攪拌接合で接合

することにより開閉断面アルミニウム床版を開発して

きた2)．アルミニウム床版の現場摩擦接合継手を開発す

るに際して，部材端同士を連結する継手と上フランジの

側辺同士を連結する継手が必要となる．しかし開閉断面

アルミニウム床版に使用されている押出形材の断面は

上フランジの幅が 320mm，下フランジの幅が 230mm，
高さが 200mmと小さく，実際に摩擦接合継手が適用でき
るかどうか明らかにする必要がある．そこで本研究では

開閉断面アルミニウム床版の摩擦接合継手を開発し，そ

の静的強度を明らかにした． 
 

   

1
1
5

861

281

69 69

5

8
8

1
5

φ25 ドリル

2. 摩擦接合用鋼製高力ボルトの許容荷重伝達力 
アルミニウム材における高力ボルトの許容荷重伝達

力は，次式で与えられる． 
 

 
ここに， ：ボルト１本の許容荷重伝達力，aρ ν ：安全
率(＝1.85)，µ ：すべり係数(＝0.45)， ：高力ボルトの

リラグゼーションおよびアルミニウムのクリープによる

高力ボルトの軸力低下係数(＝0.8)， 0N ：設計ボルト軸力，

1ξ

j：1面摩擦に対して 1，2面摩擦に対して 2． 
 
アルミニウムの摩擦面の処理方法は，｢アルミニウム建

築構造製作要領｣(アルミニウム建築構造協議会)において，
すべり係数0.45以上を確保するために，表面粗さを20µm
以上にするよう規定されている．処理される摩擦面は母

材と添接板の両方，または添接板のみと規定されている．

アルミニウム土木構造物に摩擦接合継手を適用するにあ

たり，この規定で実際にすべり係数が確保されているか

どうか確認した．すべり係数を確認するための継手引張

試験体を図－1に，添接板のブラスト条件を表－1に示す． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 図－1 継手引張試験体 

 
表－1 添接板のブラスト条件 

 
   項目 条件および測定値

ブラスト材
アルミナブラスト

F60

空気圧力 0.4 MPa

使用ノズル 内径 9 mm

吹付距離 150 mm
吹付角度 75 度

吹付時間

120 秒 /
(281×115)mm2 

＝

0.37 秒 / cm2

表面粗さ

RZJIS82  測定値 30 ～ 50 μm

 

 

 

 

 

 

 

 

 

jNa 01
1 µξ
ν

ρ = （1）  

アルミニウム材には，溶融亜鉛メッキ高力ボルトが使

用される．一般に使用されている摩擦接合用高力ボルト

の F10Tに亜鉛メッキを施すと，熱影響により F10Tの強
度を保証できない場合があるので，F8T 相当のボルト軸
力を導入することを標準としている．したがって試験で

はF10T鋼製高力ボルトにF8Tのボルト軸力を導入した． 
引張試験で得られたすべり係数を表－2 に示す．すべ

り係数の平均値は 0.527となり，0.45以上のすべり係数
が確保されていることが確認された． 
 

表－2 すべり係数 
 
 
 
 
 
 
 

　 　　　締め付けトルク 初期軸力 すべり荷重
試験体 　　　　（Ｎ・Ｍ） Ｎ０ Ｐ すべり

番号 上 下 （ｋＮ） （ｋＮ）　 係数
1 465 480 173.4 174.9 0.504
2 490 470 175.3 193.1 0.551
3 470 470 175.3 192.8 0.55
4 490 480 179 185.4 0.518
5 500 500 186.5 190.5 0.511

0.527平　　　　均
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3. 摩擦ボルト継手の開発 
アルミニウム床版の摩擦接合継手を図－2に示す．継

手は，ボルトの伝達力の合計および添接板の全強が母材

の全強より大きくなるように設計した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  

 
ウェブの継手に対しては，3 種類の添接板を設計し，
ボルトの位置をずらすことにより，ボルトの締め付けを

可能にした．部材端試験体を図－3，側辺試験体を図－4，

ウェブの添接板およびその配置を図－5に示す． 
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4. 静的載荷試験 
部材端試験体の静的載荷試験の状況を図－6 に示す．

比較のために継手のない基本試験体の静的載荷試験も行

った．荷重と下フランジ中央の変位の関係を図－7 に示

す．ここで，P0.2は 0.2%耐力を用いて算出した基本試験
体の，降伏モーメントに対応する荷重，PPは全塑性モー

メントに対応する荷重を示している． 
基本試験体の最大荷重は，PPにほぼ一致している．他

方，部材端試験体の最初のすべり荷重は 583kNであり，
P0.2の約 93％である． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【参考文献】 
1)大倉一郎：アルミニウム合金の橋への適用，軽金属溶
接，Vol.41，No10，pp.1-6，2003 

2)大倉一郎，岡田理，萩澤亘保，大澤章吾：開閉断面のアルミ
ニウム床版の開発，構造工学論文集，Vol.51A， pp.1219-1227，
2005 

 部材端接合継
側辺接合継手 

図－2 摩擦接合継手 
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図－3 ウェブの添接板およびその配置 
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図－6 静的載荷試験の状況 
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アルミニウム橋研究会  2006年度講演概要集 

アルミニウム合金製リベット多列継手の強度試験 

日立造船鉄構㈱ 櫻井勝好，三河克己 
金沢工業大学    岩田節男 

(一行あけてください)  
  

 要 旨  

アルミニウム合金構造物の継手に用いるアルミニウム合金製リベットについて，多列リベット継手の強度試

験を実施した．この試験は，アルミニウム合金製リベット継手に関する疲労設計手法の確立を最終的な目的

としている．作用荷重の小さい範囲では，5列あるリベットのうち両端のリベットに応力が片寄る．作用荷
重が継手耐力を超えると，中間に比べ両端リベットの応力の増加が鈍化する傾向となった． 

(一行あけてください) 
1. はじめに 

  アルミニウム合金構造物の継手構造には，アルミニウ
ム構造物本体の耐食性に劣らない継手材料が求められ

る．その継手材料の一つとして，アルミニウム合金製リ

ベット（以下，アルミリベットと略称する）の採用が期

待される．ここでは，アルミリベットを応力方向に複数

本使用した場合について，各々のリベットに作用する応

力分担を求めた試験の結果について報告する． 
2．試験の目的 
試験の目的は，アルミリベットを用いた継手の疲労設

計手法の検討に用いるためである．静的強度については，

終局状態において各リベットの応力分担が平準化され

ると考えて，各リベットの負担を等分と考えて設計する

ことが考えられる．一方，疲労強度については，一般的

に静的終局状態以前の平準化されない応力状態が問題

となるため，その応力状態での影響を受けると考えられ

る．本試験の結果を活用して，アルミリベット継手の疲

労設計手法の確立に結び付けたいと考えている． 
3. 試験方法 

試験体の形状を図－1に示す． 
試験体と同じ材料について材料試験を行い，その結果

得られた材料特性を表－1に，応力－ひずみ関係を図－2
に示す．材料試験は試験体の添接版に使用した板厚 8mm
と母材に使用した板厚14mmのそれぞれについて3体ず
つ行い，それらの結果を平均した．  
試験体のひずみゲージの貼付け状況を図－3に示す． 
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図－2 試験体の応力―ひずみ関係 
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材料 材質 板厚ｔ 
径ｄ 
(mm) 

引張強さ 
σB 

(MPa) 

0.2%耐
力σy 
(MPa) 

伸び 
δ

(mm) 

ヤング

係数E
(GPa) 

ポア

ソン

比 

8 327.9 312.5 16.8 70.21 0.324板材 A6061 
P-T6 

15 326.6 308.6 15.8 70.36 0.328

ﾘﾍﾞｯﾄ A2117 φ22 298 172 32.5 69.0 － 

 

表－1 試験体の材料特性 
1 

2 

３

４

1498

809

69 66 66 66 66 69 69 66 66 66 66 69

5

R 24.5

1
1
5

1
5
0

リベットØ22.8(ドリル)、ボルトΦ23.0(ドリル）

1
5

8
8

図－1 試験体の形状 

図－3 歪ゲージ位置 
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4. 試験結果 

試験は，試験体に与える引張荷重の値を変化させなが

ら，ひずみを計測した．一例として、引張荷重 10 トン
におけるひずみの計測値を図－4に示す． 
これらのひずみの値と図－2 の応力－ひずみ関係を用い

てリベットの前後の応力分布を知ることができる．また，

この応力分布を積分することによって添接版に作用す

る軸方向力が求められ，さらにリベット前後の軸方向力

の差を取ることによってリベットに作用する応力を求

めることができる．それらの計算によって得られたリベ

ットに作用する応力の分布を図－5 に，同応力の作用荷

重による変化を図－6に示す． 
 図－5，6より，作用荷重が 350KN程度までは 5列あ
るリベットのうち両端のリベットに応力が片寄ること

がわかる．継手耐力 414KN（母材断面の降伏）を超える
と，中間のリベットに比べ両端リベットの応力増加が鈍

化する結果となっている．とくに、1 番のリベット（継
手中央側のリベット）に、その傾向が顕著に現れている． 
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アルミニウム橋研究会  2006年度講演概要集 

A6N01S-T6アルミニウム合金の摩擦攪拌突合接合継手の疲労挙動 

九州大学  貝沼 重信 
昭和電工㈱ 岩井 一郎 
住友軽金属工業㈱ 熊谷 正樹 

(一行あけてください)  
  

 要 旨  

交通荷重が作用する橋梁にアルミニウム合金を適用するためには，板厚10mm以上の摩擦撹拌接合部の疲労
特性や作用応力の方向が疲労挙動に及ぼす影響を定量的に明らかにする必要がある．そこで，本研究では板

厚 10mm の摩擦撹拌接合部を対象として，そのフラッシュの有無および接合線の作用応力に対する傾き角
度をパラメータとしたモデル試験体の疲労試験を実施した． 

(一行あけてください) 
1. はじめに 

  橋梁などの大型構造物にアルミニウム合金を適用す
るためには，板厚 10mm以上の摩擦撹拌接合（以下，FSW
と呼ぶ．）の力学性能を把握しておく必要がある．しか

し，これまでの研究の多くは，板厚が 3mm 以下の薄板
を対象としてきた．また，橋梁の桁などに用いる場合に

は，直応力とせん断応力が同時に作用する，すなわち，

FSW 線に対して主応力が傾いて作用することも少なく

ない．そこで，本研究では板厚 10mmの FSW突合せ継
手を対象として，フラッシュの有無（As-welded あるい
はGrinded）や作用応力に対する FSW線の傾き角度が疲
労挙動に及ぼす影響を検討した．そのために，モデル試

験体を用いた疲労試験を実施した．  
2. 試験体 
供試材料は，板厚 10 mmの押出形材JIS H 4100 A6N01 

S-T6（AA6005C）である．その押出方向の引張強度，0.2%
耐力および伸びは，それぞれ 324N/mm2，299N/mm2およ

び 19%である．また，押出直角方向については，それぞ
れ 308 N/mm2，286 N/mm2および 19%である． 
試験体の形状および寸法を図－1 に示す．試験体は 2
枚（2,300×150×10mm）の押出形材を FSW（回転数：
1,500 rpm，接合速度：150 mm/min）した後，帯板状に切
断し，機械加工することで製作した． なお，切断に際
して，試験体は FSW 線に直角方向に対して，0˚，15˚，
30˚，60˚および 90˚の 5種類の角度をなすように各 12体
切り出した．疲労試験に先立って，試験体のコーナー部

の傷を除去するため，エメリー紙（# 120）を用いてコー
ナーをR1程度になるように研磨した．FSWのフラッシ
ュを除去する試験体については，ベルトサンダー（#  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

80）を用いて作用応力方向のみに研磨傷が残るようにフ
ラッシュを除去した． 

FSW 部の断面組織を図－2 に示す．試験体によらず，

撹拌部の両端にフラッシュが発生しており，その高さは

板厚方向に対して 1.5mm程度であった．FSW部の板厚
は，母材厚と同程度であり，板厚は減少していなかった．

また，試験体のボンド部や底面の撹拌部に接合による不

完全部は確認されなかった． 
試験体の板厚中央部の長手方向におけるビッカーズ

硬さ分布を図－3 に示す．最も硬度が低下している部分

は，FSW部の中心から約 10mm離れたところである．ま
た，撹拌部は母材に比べ著しく軟化している． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－2  FSW部の断面組織 
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マクロ写真のみでは，未溶着部やキッシングボンドな

どを確認することが困難であるため，FSW部の表裏面に
対して，曲げ試験により割れ発生の有無を外観観察した．

曲げ試験終了後の試験体の変形状況を図－4 に示す．曲

げ試験は曲げ半径Rを 80mm（JIS-Z3040）とした場合，  
図－1 試験体の形状・寸法 
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図－3  硬さ分布 
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Rを 60，50，40，26mm（R/t：8.0，5.0，4.0，2.6）と徐々
に小さくした場合について試験体の表曲げおよび裏曲

げを実施した．その結果，Rを 26mmとした曲げ試験を
行っても接合部から割れは生じなかった．したがって，

本試験体には不完全部が存在しておらず，正常な接合が

なされていると言える．  
3. 疲労試験 

疲労試験には動的能力±200 kN の電気油圧サ－ボ式
材料試験機を用いた．試験に用いた繰返し応力の応力比

は 0.1 とし，その応力波形は正弦波，繰返し速度は 5～
19Hzとした． 
 疲労試験終了後の試験体の破断状況および疲労破面

を図－5に示す．疲労き裂は，全ての試験体で FSWした
表面側から発生・進展した．フラッシュ有りの 0˚の試験
体は，FSW部のHAZからき裂が発生・進展することで
破断に至る傾向にあった．15˚および 30˚の試験体につい
ては，FSW 部からき裂が発生する傾向にあった．60˚お
よび 90˚の試験体については，図－5(c)に示す FSW部の
円弧状の凹部からき裂が発生していた．一方，フラッシ

ュ無しの 0˚の試験体は，フラッシュ有りの試験体とほぼ
同様の位置からき裂が発生する傾向にあった． 
疲労試験結果から得られた S-N線図を図－6に示す．
図の縦軸は，母材の断面積から算出した応力範囲 ∆σ で
ある．図中の実線は，FSW線の作用応力に対する傾き角
度が 0°のフラッシュ有りおよび無しの試験体の回帰直
線である．フラッシュをサンダーで仕上げ除去したフラ

ッシュ無しの試験体の疲労強度は，FSW線の角度によら
ず，フラッシュ有りの場合に比べて疲労強度が向上する

傾向にある．また，この傾向は，疲労き裂の発生位置や

進展性状が異なる試験体についても同様である． 
図－6 のS-N線図から算出した各試験体の 200 万回疲
労強度を図－7 に示す．フラッシュが有る場合，FSW線
の角度が 0°，30°，90°の試験体の疲労強度は，100～110 
N/mm2であり，同程度となっている．これらに比べ，60°
の場合の疲労強度は低くなっているが，これは試験デー

タ数が少ないためと考えられる． 
4. まとめ 
溶接をしたままの FSW継手の疲労強度は，FSW線の
作用応力に対する傾き角度に依存せず，同程度になる傾

向にある．また，フラッシュを除去した FSW 継手の疲

労強度は，溶接をしたままに比べて向上する傾向にある． 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (a) 0˚ (フラッシュ有) (b) 30˚ (フラッシュ有)
 図－4 曲げ試験(R26)終了後の試験体 

 

(c) 90˚ (フラッシュ有) (d) 0˚ (フラッシュ無)
 

図－5 試験体の破断状況および疲労破面 
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アルミニウム橋研究会  2006年度講演概要集 

アルミニウム合金A6N01-T5押出形材の疲労強度に応力比が与える影響 

日本軽金属㈱ 萩澤 亘保 
大阪大学大学院 大倉 一郎 

(一行あけてください)  
  

 要 旨  

A6N01-T5押出形材の母材およびそれを摩擦撹拌接合した継手から切出した小型試験片を用いて，応力比を
-1，0.1および0.5とした疲労試験を行った．疲労試験結果から，応力範囲⊿σの対数を独立変数，繰返し回
数Nの対数を従属変数で表わしたS-N曲線式 log N=log c - m log (⊿σ) の2つの係数mと log cが，応力比
の関数で表わされることを明らかにした． 

(一行あけてください) 
1. はじめに 

  これまで，筆者らは，英国の溶接研究所(TWI)で開発
された摩擦撹拌接合(Friction Stir Welding；以後FSWと呼
ぶ)で接合されたアルミニウム床版の疲労特性を明らか
にした1)．本報では，アルミニウム合金A6N01-T5押出形
材の母材とFSW部の疲労強度に応力比が与える影響を
調べる． 
2. 検討対象 

すでに発表済みの，床版から採取された試験片の疲労

データ1)と，新たに平板形材から採取された試験片の疲

労データを検討対象とする． 
3. ＦＳＷ 

 FSW とは，図-1 に示すように，先端にピンを持つツ

ールを回転させながら接合面に挿入し，接合線に沿って

移動させることによって接合面を撹拌して被接合材を

一体化する接合法である．平板形材と床版形材のFSW接
合条件を表-1に示す．  
4. 機械的特性 

A6N01-T5押出形材の母材およびFSW部の接合線に直
角な方向に対する引張試験の結果を表-2に示す．FSW部
の引張強さと 0.2%耐力は，母材のそれらより，それぞれ
20～34%，55～60%低下する．これは，A6N01-T5材は熱
処理アルミニウム合金であるからである． 
5. 疲労特性 
母材と FSW部の接合線に直角な方向に対して，図-2 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

に示す試験片を作製し，応力比が-1，0.1および 0.5の場
合に対して疲労試験を行った．疲労試験の結果を図-3に

示す．図-3から，次の事項が観察される． 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-1  FSWの接合条件 

対象材 
ショル

ダー径 
(mm) 

ピン径  
(mm) 

ツール

前進角

(度) 

ツール

回転数 
(rpm) 

ツール 
移動速度 
(mm/min) 

平板形材 20 10 0  700 100 
床板形材 25  6 3 1200 350 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-2  引張試験の結果（引張試験片：JIS 14B号） 

対  象 
板 厚  

(mm)
引張強さ 

(MPa) 
0.2%耐力 

(MPa) 
伸 び 

(%) 

母  材 10 298 272 15.3 
平板形材

FSW部 10 198 110 － 
母  材 10 270 246  7.9 

床板形材 
FSW部 12 217 111 － 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1  摩擦撹拌接合 
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図-2  疲労試験片 
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図-3  S-N曲線 
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